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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況にあり、持ち直しの動きが足踏

みしている。生産活動は持ち直している。需要面をみると、個人消費は、持ち直しの動きに

足踏みがみられる。住宅投資は、持ち直し基調にある。設備投資は、減少している。公共投

資は、高水準で推移している。輸出は、横ばい圏の動きとなっている。観光は、来道者数の

減少のほか、外国人入国者数が前年を大幅に下回り厳しい状況が続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率が前年を下回り、弱さがみられる。企業倒産は、５か月ぶりに

件数・負債総額ともに前年を上回った。消費者物価は、前年を下回った。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～３か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～６か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、３月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を８．４ポイン

ト上回る５２．６と３か月連続で上昇した。横ば

いを示す５０を５か月ぶりに上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１．９ポイント下回る５０．０となった。

２月の鉱工業生産指数は８８．６（季節調整済

指数、前月比＋０．８％）と６か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では▲２．９％と１７か

月連続で低下した。

業種別では、金属製品工業など６業種が前

月比上昇となった。一般機械工業など９業種

が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２１年５月号
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３．百貨店等販売額～４か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～５か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者数～４か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲２．４％）は、４か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲９．４％）は、全ての品目

が前年を下回った。スーパー（同▲１．４％）

は、全ての品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲６．７％）

は、５か月連続で前年を下回った。

２月の乗用車新車登録台数は、１１，８８５台

（前年比▲５．７％）と５か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋０．８％）、

小型車（同▲２３．６％）、軽乗用車（同＋５．８％）

となった。

年度累計では、１３２，７６９台（前年比

▲１１．０％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲１１．９％）、小型車（同▲１５．０％）、

軽乗用車（同▲５．９％）となった。

２月の札幌ドームへの来場者数は、２３千人

（前年比▲３４．６％）と４か月連続で前年を下

回った。来場者内訳は、プロ野球の開催はな

く、サッカー１２千人（同全増）、その他が１１

千人（同▲６８．４％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年５月号

ｏ．２９８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2021.04.20 16.19.31  Page 2 



持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～３か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

２月の住宅着工戸数は１，５０５戸（前年比

▲１３．５％）と２か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋１０．７％）、貸家

（同▲３０．２％）、給与（同＋０．０％）、分譲（同

▲１４．９％）となった。

年度累計では２９，１１７戸（前年比▲３．４％）

と前年を下回った。利用関係別では、持家

（同▲５．８％）、貸家（同▲４．４％）、給与（同

▲７．３％）、分譲（同＋６．３％）となった。

２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

５６，２９３㎡（前年比▲２１．７％）と３か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋９０．９％）、非製造業（同▲３１．４％）であっ

た。

年度累計では、１，７０８，５４９㎡（前年比

＋７．７％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲１０．７％）、非製造業（同

＋１０．１％）となった。

３月の公共工事請負金額は１，１１４億円（前

年比＋１２．２％）と３か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、道（同▲５．０％）が前年を

下回った。国（同＋２８．０％）、独立行政法人

（同＋９１．５％）、市町村（同＋１６．８％）、地方

公社（同＋８４．４％）、その他（同＋２１．１％）

が前年を上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１３か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１７か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１９か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

２月の国内輸送機関利用による来道者数

は、２４７千人（前年比▲７３．２％）と１３か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲７５．３％）、JR（同▲７３．６％）、フェ

リー（同▲２８．６％）となった。

年度累計では、４，１５０千人（同▲６７．８％）

と前年を下回っている。

前月比では、４か月ぶりに増加した。

２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年比皆減）と１７か月連続で前年

を下回った。

２月の貿易額は、輸出が前年比▲３６．７％の

１５８億円、輸入が同▲２．４％の９２２億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼、石油製品、電気機器などが

減少した。

輸入は、再輸入品、石炭、天然ガス・製造

ガスなどが減少した。

輸出は、年度累計では１，９２７億円（前年比

▲２９．９％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年５月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに５か月ぶりに増加

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９４倍（前年比▲０．２２ポイント）と前年

を下回った。

新規求人数は、前年比▲８．５％と１４か月連

続で前年を下回った。業種別では、建設業

（同＋１８．０％）、情報通信業（同＋４７．６％）な

どが前年を上回った。宿泊業・飲食サービス

業（同▲３７．９％）、サービス業（同▲１１．３％）

などが前年を下回った。

３月の企業倒産は、件数が２２件（前年比

＋３７．５％）、負債総額が２５．２億円（同

＋１３．５％）だった。件数・負債総額ともに５

か月ぶりに前年を上回った。

業種別ではサービス・他が８件、小売業が

４件、製造業、卸売業が各３件などとなっ

た。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１０件

であった。

２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．５（前月比＋０．１％）となっ

た。前年比は▲０．９％と、前年を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、２月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（２月１０日）時点の前月比で、

灯油価格、ガソリン価格はともに値上がりし

た。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年５月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２１年１～３月期 実績

前期に比べ、売上DI（△３２）は６ポ
イント上昇、利益DI（△３０）は２ポイ
ント上昇し、売上DI・利益DIは緩やか
な上昇がみられる。一方、水準を見る
と、売上DI・利益DIともに全業種でマ
イナスとなり、業況は新型コロナウイル
スの影響が出始めた２０２０年１～３月を下
回る結果となった。

２．２０２１年４～６月期 見通し

前期に比べ、売上DI（△１５）は１７ポ
イントの上昇、利益DI（△１５）は１５ポ
イントの上昇と、売上DI・利益DIは低
水準ながら引き続き上昇が見込まれる。
しかし、前年の全国一斉緊急事態宣言に
よる落ち込みからの反動が含まれている
ことには留意が必要である。

項 目
２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６

見通し

売上DI △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △１５
利益DI △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △１５

定例調査

売上DI・利益DIは緩やかに上昇
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２１年１～３月期実績）

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 製造業・非製造業ともに、売上DI・
利益DIは緩やかな上昇がみられる。

売上ＤＩ △５９ △５３ △３８ △３２ △４３ △１５
利益ＤＩ △５７ △４５ △３２ △３０ △４１ △１５

製造業 売上DI・利益DIは上昇した。
売上ＤＩ △６７ △５２ △４９ △４５ △５２ △２０
利益ＤＩ △６８ △４２ △４６ △３８ △４７ △２１

食料品 食品製造が持ち直し。畜産・製菓
は幾分持ち直すも、引き続き低調。

売上ＤＩ △８３ △７２ △６８ △４９ △４７ △１０
利益ＤＩ △８０ △４１ △４６ △３４ △３４ △２

木材・木製品 製材業・木製品製造業ともに業況
持ち直し。

売上ＤＩ △８４ △７３ △６１ △５８ △５６ △１６
利益ＤＩ △８４ △６８ △５６ △４２ △５６ △１６

鉄鋼・金属製品・
機械

金属製品が業況後退の一方、機械
製造業が業況改善。

売上ＤＩ △３９ △２１ △３４ △３４ △４７ △３１
利益ＤＩ △４２ △２１ △４３ △３１ △４７ △３７

非製造業 全体として持ち直しているが、業
種によりばらつきがみられる。

売上ＤＩ △５５ △５３ △３３ △２６ △４０ △１３
利益ＤＩ △５３ △４６ △２６ △２６ △３８ △１３

建設業 公共工事・民間工事ともに弱含み
となっている。

売上ＤＩ △２８ △２０ ７ △１３ △２５ △２９
利益ＤＩ △３１ △２８ △６ △１８ △３４ △２８

卸売業 全ての業態で売上DI改善。
売上ＤＩ △７１ △７２ △５２ △３０ △４８ △２０
利益ＤＩ △６３ △５７ △３０ △１７ △４４ △１４

小売業 自動車店の業況持ち直し。大型店
・食品小売は低調が続く。

売上ＤＩ △６３ △６３ △４３ △１８ △２６ ５
利益ＤＩ △６０ △３０ △１５ △１８ △１５ △８

運輸業 横ばい圏の動き。
売上ＤＩ △５６ △６３ △６０ △５７ △６４ △２６
利益ＤＩ △５２ △５６ △３６ △５２ △４８ △２２

ホテル・旅館業 売上DI・利益DIともに悪化。
売上ＤＩ △１００ △１００ △６２ △１００ △９４ ２５
利益ＤＩ △１００ △１００ △７３ △１００ △９４ ３１

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △４３ △１５
利益ＤＩ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △４１ △１５

札 幌 市
売上ＤＩ △２ １ △６ ０ ７ △６ △１３ △６３ △５８ △３７ △３２ △４３ △１８
利益ＤＩ △１６ △７ △９ ０ △５ △１０ △１７ △５８ △４９ △３１ △２９ △４０ △１２

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ １８ △１ △５ △５ △５ △１６ △３６ △５０ △４３ △３７ △２１ △４１ △１１
利益ＤＩ ８ △１３ △９ △１４ △３ △５ △３４ △４７ △４３ △３５ △２６ △４７ △１４

道 南
売上ＤＩ △１５ △５ １０ １６ △１９ △１２ △２９ △５９ △６３ △５６ △５２ △５７ ０
利益ＤＩ △３５ △４９ △１５ △１１ △２６ △７ △１８ △５９ △５１ △５３ △５５ △６０ ０

道 北
売上ＤＩ △２ ４ △９ △６ △１２ △６ △２５ △５４ △４６ △２７ △２５ △３９ △１１
利益ＤＩ △２ １３ △４ △６ △８ △１１ △２７ △５５ △３１ △２２ △２０ △３９ △２４

道 東
売上ＤＩ △１５ △１８ △１４ △１９ △７ △２１ △２２ △６５ △５５ △４０ △４４ △４３ △２６
利益ＤＩ △２５ △３６ △１９ △１９ △９ △２５ △３１ △７０ △４５ △２９ △３１ △２７ △２６
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＜図表3＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業建設業
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＜図表5＞利　益

＜図表4＞売　上
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＜図表6＞資金繰り
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＜図表7＞短期借入金の難易感
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＜図表9＞設備投資

＜図表8＞在　庫
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）
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売上不振
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人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�売上不振（５２％） ＋１ 業種によりばらつきがみられる。建設業（３７％）で９ポイント上昇。
小売業（４６％）では６ポイント上昇し、問題点の１位に浮上。

�人手不足（４０％） △４ 卸売業（３５％）以外の全業種で低下。

�原材料価格上昇（３２％） ＋９ ８業種全てで上昇。鉄鋼・金属製品・機械製造業（６５％）では２０ポイ
ント上昇し、問題点の１位に浮上。

�諸経費の増加（３０％） ＋３ 製造業は横ばい圏の動き。非製造業を中心に上昇がみられる。

�人件費増加（２７％） △２ 小売業（３０％）で２位。業種によりばらつきがみられる。

�過当競争（２４％） ＋３ 小売業（３０％）で２位。ホテル・旅館業（４１％）で３位。業種により
ばらつきがみられる。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８０回定例調査（２０２１年１～３月期実績、２０２１年４～６月期見通し）
回答期間：２０２１年２月下旬～３月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�売上不振
① ① ① ① ② ① ① ② ① ① ① ① ③
５２ ５９ ５６ ６８ ４７ ７６ ４８ ３７ ５７ ４６ ６５ ９４ ３１
（５１）（５８）（６３）（６７）（４２）（６５）（４８）（２８）（６２）（４０）（５６）（９４）（５０）

�人手不足
② ③ ② ① ② ② ② ②
４０ ２６ ２７ ２１ ３２ １９ ４６ ７１ ３５ ３０ ４３ １２ ４２
（４４）（３４）（３７）（３３）（３６）（２５）（４８）（７２）（３０）（４２）（４４）（３１）（５３）

�原材料価格上昇
③ ② ② ② ① ③
３２ ４９ ４６ ５３ ６５ ２４ ２４ ２０ ３２ ２７ ３５ １２ １４
（２３）（３５）（２９）（３３）（４５）（３０）（１８）（１９）（２６）（２０）（２４）（６）（０）

�諸経費の増加
③ ③ ③ ③ ③ ③ ② ② ③

３０ ２９ ３２ ２６ ２９ ２４ ３１ ３３ ３５ ３０ ３９ １２ ２５
（２７）（２８）（３２）（２２）（３０）（２０）（２７）（３３）（２８）（２４）（３２）（６）（２１）

�人件費増加
② ② ①

２７ ２５ ２７ ２１ ２１ ３３ ２８ ２８ １５ ３０ ３５ １８ ４７
（２９）（２４）（３７）（１１）（１２）（３０）（３１）（３８）（２５）（２９）（３２）（２５）（３４）

�過当競争
③ ② ③

２４ １３ １０ ２１ ６ ２４ ２９ ２９ ３０ ３０ ２２ ４１ ２２
（２１）（１９）（１１）（２２）（２１）（３０）（２２）（１４）（２８）（３８）（４）（３１）（１３）

�販売価格低下
②

１２ １２ １５ １１ ９ １４ １２ ５ １２ １６ １３ ４７ ８
（１２）（１１）（０）（２８）（９）（２０）（１２）（３）（１８）（１３）（８）（２５）（１３）

	設備不足
③

１０ １９ ２２ ５ ２１ ２４ ６ １ １０ ８ ４ ２４ ３
（９）（１９）（２４）（６）（１８）（２５）（４）（１）（５）（－）（－）（１３）（１１）


資金調達
③

７ １１ １０ ５ ９ ２４ ５ ４ ２ ５ ９ １８ ３
（８）（１０）（１６）（６）（３）（１５）（７）（－）（３）（７）（１６）（３８）（５）

�価格引き下げ要請 ５ ４ ２ ０ ９ ５ ６ ６ ８ ０ ０ ６ １１
（７）（６）（５）（６）（６）（５）（７）（４）（１８）（４）（－）（－）（８）

�代金回収悪化 ２ １ ２ ０ ０ ０ ２ ０ ７ ３ ０ ０ ３
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（１）（３）（－）（－）（－）（－）

その他 ５ ６ １２ ０ ３ ５ ５ ５ ３ ５ ０ ０ １１
（７）（６）（５）（－）（６）（１０）（７）（６）（８）（７）（４）（１３）（８）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３７４ １００．０％
札幌市 １５１ ４０．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７６ ２０．３
道 南 ３１ ８．３ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５５ １４．７ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６１ １６．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６８５ ３７４ ５４．６％
製 造 業 １９３ １１７ ６０．６
食 料 品 ６８ ４１ ６０．３
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １９ ６１．３
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３５ ５９．３
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２２ ６２．９
非 製 造 業 ４９２ ２５７ ５２．２
建 設 業 １３９ ８０ ５７．６
卸 売 業 １０１ ６０ ５９．４
小 売 業 ８７ ４０ ４６．０
運 輸 業 ５１ ２３ ４５．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １７ ４８．６
その他の非製造業 ７９ ３７ ４６．８

業種別回答状況
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今回の調査では、道内企業の業況は緩やかな上昇がみられたものの、依然として水準は低

く、新型コロナウイルスの影響が出始めた２０２０年１～３月を下回る結果となりました。厳し

い業況が続くなかで、各企業からは、新商品の開発や販路開拓による売上確保、IT化投資や

合理化投資による生産性向上など、業績回復に向けた新たな取り組みに着手しているという

声がみられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜食料品製造業＞ 足元では売上・収益を確

保できたが、それ以前の落込みをカバーでき

ず売上で対前年９０％、若干の赤字決算の予

測。新たな分野である、健康食品分野に軸足

を移しながら商品開発と得意先開拓を進めて

いる。（道央）

＜水産加工業＞ 売上高の増加は期待できな

いため、経費削減に取り組む。販路拡大も、

コロナ禍で直接対面での商談が出来ないた

め、今後既存先に対する売上強化を図る。（道

南［干物］）

＜製パン業＞ インバウンド・観光客・出張

の減少により減収。また、人件費比率増大か

ら減益である。店頭販売以外の「宅配」、

「ネット販売」等の販売チャネルを増やして

いく。（札幌）

＜製材業＞ 原料（輸入木材製品）の高騰と

品不足が現在の課題である。（道北）

＜製材業＞ 市場全体が縮小し、先行き不透

明感から荷動きも悪く売上不振である。需要

のあるものに資源を投入するが、これだけで

全体はカバーできない。（道東）

＜電気機械器具製造業＞ 売上などは現状を

維持しているが、将来を考え新技術・新サー

ビスに現在取組中である。（道央［制御装置］）

＜金属製品製造業＞ 新型コロナの影響が若

干だが続いており、本州の大手はテレワーク

を実施しているため、以前より打合せに時間

がかかる。（道央［作業用架台］）

＜金属製品製造業＞ 鋼材メーカーの減産や

不採算品の中止等で流通量が減少し、部材が

入手困難になる状況が発生すると、納期遅れ

やコストアップが生じる懸念がある。（札幌

［防止柵］）

＜コンクリート製品製造業＞ 公共工事の減

少により売上が減少している。売上が減少し

ている中で何とか利益を確保し、新たな人材

を採用していきたい。（道北）

＜ゴム製品製造業＞ 前年度は雪不足からゴ

ム長靴需要が減少したが、今年度は相応の降

雪量から需要が回復している。プラスチック

部門は、コロナ禍により住宅関連が不芳で

あった。（道央）

経営のポイント

業績回復に向け、新たな取り組みに着手
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

＜印刷業＞ 従来以上に新規顧客を増やすた

め、状況に合った企画提案と従来以上の顧客

訪問を行うようにしている。現時点では売上

げを第一目標として、全社協力体制を構築し

ている。（札幌）

＜建設業＞ 仕事を増やすにも少子高齢化に

よる人手不足で、外国人実習生を雇用してそ

の場を凌いでいる。他業種からの人材確保に

期待する。（道東）

＜建設業＞ 今期は売上微減ながら、利益は

前期並みを確保予定。来期について、公共工

事はある程度確保見込みであるが、新型コロ

ナウイルスの影響により民間工事の受注は苦

戦が予想される。（道東）

＜建設業＞ 地域的に公共工事の減少が気に

かかる。（道南）

＜住宅建築業＞ ２０２１年４月からは、前年度

よりも多少動きが出て、利益も上がるのでは

ないかと予想。今後は、土地の確保とコロナ

後の動きが重要になる。（道北）

＜電気通信工事業＞ 通信設備工事は、５G

インフラ構築、有線・無線ネットワーク増設

に支えられ順調に推移。通信料の引き下げに

よる各キャリアの減収・設備投資縮小動向に

注視し、５G投資一段落後に備え、工事生産

性向上・効率化に取り組む。（札幌）

＜作業用品卸売業＞ 今後、取引先を含め倒

産急増は避けられないとみている。与信管理

に十分留意しつつ、引続き自社独自商品の販

売促進および取引先のニーズ商品の変化を敏

感に捉えた提案に努めていく方針。（札幌）

＜靴卸売業＞ 在庫削減の効果で外注費含め

て一般管理費が大幅に減少した。ネット通販

を積極的に進めて売上を確保し、巣ごもり消

費に対応したワンマイル商品の提供に注力す

る。（札幌）

＜自動車部品卸売業＞ 災害復興や高規格道

路の延伸から、売上・利益については微減に

とどまっているが、その後の推進策が悩みで

ある。（道央）

＜鋼材卸売業＞ コロナ禍の動向から、売

上・利益は多少伸びると思われる。社内の古

い体質の改革、IT化を進めていくが、社員教

育や社員が変化の波に乗れるのかが課題であ

る。（札幌）

＜穀物卸売業＞ 忘年会・新年会等の需要が

激減した。コロナ禍で一部業界は想定を超え

る大きな影響を受けたうえ、同時期に食品ロ

スの問題が表面化した。（道北）

＜リサイクルショップ＞ 例年実施していた

催事等が中止になり、売上が落ち込んでい

る。ただ、経費が抑えられている分、利益の

落ち込みは微減である。（道北）

経営のポイント
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８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜自動車販売店＞ 新車の受注は回復傾向に

あるが、生産までのリードタイムが長く売上

に直結しない。長納期車も多いが、受注を先

行させ受注残を持つことで安定的な販売に結

び付けたい。（道東）

＜コンビニエンスストア＞ 消費者の雇用不

安、収入ダウンなどを背景として社会全体が

様子見ムードとなり、消費が収縮することが

見込まれる。オリンピックが開催されてもバ

ネにはならないだろう。（道北）

＜燃料小売業＞ 減収ながら、旅費交通費な

どの経費も減少しているため利益は増加。来

期は、新規事業により経費負担が先行する見

通しにつき、いかにして既存事業における営

業CFを産み出していくかが課題。（道東）

＜運輸業＞ IT化、合理化投資を進めつつ、

既存設備の修繕計画を見直すことで筋肉質の

経営基盤を作り上げるとともに、今後の受注

活動に貢献するような業務改善を地道に推進

する。（道南）

＜タクシー業＞ 業績回復の伸びが鈍化し始

めている。従来サービスの強化は当然なが

ら、観光については、個別対応や様々な要望

に対応できる対策と、安全で安心して楽しめ

る新しい観光方法を検討中。（道北）

＜観光ホテル＞ コロナ禍により予約は週末

のみに集中するなど低調であり、１～３月の

大半を休館とした。４月以降も予約は低調で

あり、また直前の予約が多く先行きが見通せ

ない。GoToトラベル再開や、どうみん割の

販売開始が無ければ、当面厳しい状況が続

く。（道北）

＜都市ホテル＞ GoToトラベルの全国一斉

停止、緊急事態宣言の発出、北海道の集中対

策期間の実施などで人の動きも大きく制約さ

れ、宿泊客が大きく減少した。今後は、緊急

事態宣言や北海道の集中対策期間の解除を見

据え、商品構成等の整備を進める。（札幌）

＜クリーニング業＞ コロナ禍が長期化して

おり、経営環境の好転時期が見通せないこと

から、業績回復のため引続き合理化を強力に

進めていく方針。（札幌）

＜環境コンサルタント＞ 官公庁の入札関連

では、他社のダンピングが増加傾向にある。

そのため民需の掘り起しを中心に売上増に持

ち込みたい。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ コア事業はコロナ禍によ

り若干の減収となったが、近年事業化した新

事業のスポット受注により全体としては前年

並みの業績を維持。将来的に漸減していくコ

ア事業に代わる、もう一つの安定した事業構

築を推進する。（道央）

経営のポイント
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（要約）

○欧州はワクチン供給不足と変異ウイルスに直面しつつ、厳しい移動規制で第三波に対応。

○各国はさまざまな経済支援策を採っているが、迅速かつ必要な所へ重点的に支援を行う点

で共通している。

○欧州の「新しい日常」への取り組みは、今後、日本の行政・企業のあり方を見直すための

良い実例に。

はじめに

世界の新型コロナに対する取り組みが、大きな転機を迎えています。

この背景は大きく二つあります。一つは、ワクチンの開発が進みその供給と接種が進んできた

こと、もう一つは変異ウイルスによる感染が拡大してきたことです。

昨年秋以降、ワクチンの普及によって、世界の感染者数と死亡者数は一旦ピークアウトしまし

た。一方、感染力が強いとされる変異ウイルスが広がり、状況を悪化させています。

これに対し、各国の政府・地方自治体などは国民に対し行動規制を求めると共に、景気の急速

な悪化に対応するため、さまざまな経済支援策を実施してきました。

さらに、新型コロナは人々の働き方と日々の生活を大きく変化させました。オンライン勤務の

普及は、企業組織だけでなく、家庭における日々の生活に大きな変化をもたらし、人々が仕事や

家族のあり方を見直すきっかけになっています。

本稿では、以上の点について、新型コロナの拡大が早くから始まった欧州の実例を振り返り、

日本の行政・企業のあり方にどのような示唆があるのか、考えたいと思います。

１．第三波に直面する欧州

２０２１年３月末時点で、欧州の新型コロナ感染者数は再び増加傾向にあり、「第三波」が本格化

しつつあります。

ここで、欧州各国を感染者数の順に並べた上で、直近２週間の感染者数を付け加えてみます

（図表１）。すると、これまでの感染者数の合計に対し、直近の感染者数にはかなりばらつきがあ

ることが判ります。例えば、英国は感染者数の合計は最多ですが、直近の発生件数はかなり減少

しています。一方、感染者数の合計が英国に次ぐフランス・イタリアでは、依然、感染拡大の勢

いが止まっていないと考えられます。この背景には、ワクチン接種のスピードの違いなどがあり

ます。

新型コロナ第三波を迎えた欧州
－経済対策と「新しい日常」－

国際大学 特別招聘教授

林 秀毅

寄稿

ｏ．２９８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０２３　寄稿  2021.04.21 13.18.01  Page 18 



寄稿

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年５月号

国名 感染者数 死者数
直近２週間の

発生件数

英国 ４，３５９，３８８ １２６，８３６ ６２，８０５

フランス ４，８２２，４７０ ９６，６７８ ５３９，８６７

イタリア ３，６６８，２６４ １１１，０３０ ２９１，８８８

スペイン ３，３１１，３２５ ７５，７８３ ８２，５２２

ドイツ ２，８９３，８８３ ７７，０１３ ２２６，６５８

ポーランド ２，４４８，４６３ ５５，００５ ３７５，３３４

オランダ １，３０５，８０３ １６，６０９ ９９，５２２

ルーマニア ９７７，９８６ ２４，１９０ ７７，１２８

ベルギー ９０３，８９０ ２３，１９８ ６３，４４５

スウェーデン ８３１，８８２ １３，５０１ ８２，５２２

（図表１）欧州各国の新型コロナ感染者・死者数

（単位：人、２０２１年４月８日現在）

（出所）欧州連合関係機関資料より筆者作成

（感染者数順に上位１０か国を掲載）

以下、欧州全体を欧

州連合（EU）と英国

に分けて考えることに

します。

まずドイツ・フラン

スなど２７か国で構成さ

れるEUで感染が再拡

大した原因は、第一に

ワクチンの供給・接種

が当初の見込みより遅

れたことです。

EUは、域内で使用

するワクチンの承認を

一括して行っていま

す。これによりファイ

ザー社とモデルナ社に

よる二種類のワクチン

を使用することが早く

から決定され、２０２０年

末には各国にこれらのワクチンが配分され、接種が始まりました。

しかしもう一つの主要なワクチンであるアストラゼネカ社製については、使用の承認が２０２１年

にずれ込んだのです。この背景には、ワクチンを受け取るEU各国で、同社製のワクチンが高齢

者に対しどの程度効果があるか十分検証されていない、という疑問の声が上がったことがありま

す。その後、ワクチンの効果が確認されたものの、以上のような経緯から、アストラゼネカ社か

らEU向けに供給されたワクチンの数が当初見込みを大きく下回る、という事態が生じました。

さらに、英国がEUを離脱しているため、英国企業であるアストラゼネカ社によるEU向けのワク

チン供給に影響を与えた、という見方もあります。

このようにEU全体でワクチン供給が不足したため、今年１月、EUは域内で生産されるワクチ

ンにつき輸出承認手続を必要にする、と決定しました。EUで生産され日本に輸出されることに

なっていたワクチンもまた、この対象になりました。

さらに、ワクチンの配分を受けた各国の間で接種の体制にばらつきがあり、接種の実施率に大

きな格差が生じていることも問題です。一方、各国からは、配分されたワクチン供給数への不満

の声も上がりました。

そのため、当初３月末まで行うとされていたワクチンの輸出承認手続は６月末まで延長され、

手続についても厳しく規制する方向で変更する検討も始まりました。

今後については、変異ウイルスへの対応が緊急課題となっています。既にEU内でも英国型の
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変異ウイルスが猛威を奮っています。変異ウイルスについては、依然、現在のワクチンがどこま

で効果的か、新たなワクチンの開発は必要かといった疑問も多く、検証が行われています。

一方、英国では、従来、新型コロナによる感染者数・死者数は他の欧州各国と比較しても深刻

であり、今年１月には感染者数・死者数共にピークに達しましたが、その後、急速な改善傾向を

示しています。

その背景は、何といっても２月上旬、他の欧州各国に先駆け、ワクチン接種が始まったことで

す。接種にあたっては、多くのボランティアが動員されたと伝えられるなど、緊急時には柔軟性

を持って対応する英国の特徴が生かされています。ただし、同時に変異ウイルスの影響は威力を

増しており、今後再び感染拡大の動きが本格化するかどうかについては予断を許しません。

２．経済対策で重視されること－ドイツと英国の比較－

次に、欧州で行われてきた新型コロナに関する経済社会面の政策について、行動規制と経済支

援策の両面から見ていきましょう。

欧州各国では、外出制限や店舗・公共施設の閉鎖などの行動規制に関わる内容は、どの国でも

日本よりはるかに厳しいといえます。

その背景には、元々、各国の法制度が厳しい規制を認めていることがありますが、マスクを身

に着ける習慣がなく、個人の生活の快適さを優先する風潮が強い国々では、一人一人の自粛に期

待する日本とは違い厳しい規制が必要という面もあります。

さらに、昨年の春頃と同様に、欧州にとって欠かせない夏のバカンスシーズンが到来します。

バカンスによる人の往来を認めるかどうかは、毎年数週間のバカンスに行く個人だけでなく、こ

の時期を書き入れ時と考えるホテルや航空業にとって死活問題になります。

昨年の同時期には、観光業の比重が高い南欧の国々の事情などを考慮し、EU全体で移動規制

が緩和されましたが、この点がその後の第二波の感染拡大につながりました。

例えば今年３月、ドイツが移動規制（ロックダウン）を継続すると決定した背景には、夏に入

る前に規制を強め感染拡大を抑え込んでおきたい、という狙いが感じられます。

なお、ドイツではメルケル首相が国全体の方針を示すと同時に、各州のトップと頻繁にTV会

議などを行い、意思疎通を図ってきた点は見逃せません。元々ドイツは連邦制の国であり、各州

の権限が強いことが特徴です。しかしその後、変異ウイルスによる感染急拡大が各地で起きたた

め、ドイツでさえ、国と地方の連携にほころびが生じています。

一方、英国は２月上旬、６月までに段階的に移動規制を緩和する「ロードマップ」を発表しま

した。まず、施設で暮らす高齢者との面会や学校の対面授業などが徐々に再開され、４月に入る

と飲食店などへの規制も大幅に緩和されました。

これは、「規制疲れ」が国民の不満をもたらすだけでなく、規制を守る意識の低下につながる

ことを防ごうとしたものといえます。

すなわち、国民が「規制を守り感染が抑制されれば、夏に向け行動が自由になる」という期待

を持つことができれば、今は規制を守ろうという意識にもつながることになります。
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ドイツ 英 国

対象

企業被雇用者

自営業者・フリーランス

企業被雇用者

自営業者・フリーランス

失業者・低所得者

給付の仕組み 各州毎に州立銀行等と税務署が協力

国民保険サービスと税務署が協力

失業者・低所得者については、ユニ

バーサルクレジットの情報を追加

申請の有無 必要

必要（ただし、失業者・低所得者につ

いては不要）

（図表２）ドイツと英国の個人向け経済支援策

（出所）ドイツ連邦財務相・英国政府資料等に基づき作成

なお、英国ではジョンソン首相が国全体の方針を進めていますが、地方自治が進んでいるた

め、実質的にはスコットランドなどと感染防止対策のあり方を競っている面も否定できません。

次に、経済支援策、特に新型コロナにより深刻な影響を受けた中小企業やフリーランス・個人

に対する経済支援策は、どのように行われているでしょうか。

ドイツを例に取ると、日本の特別定額給付金のような国民全体に対する一律の給付は行われて

いません。したがって、あくまで支援を必要とする企業や個人が申請することが必要になる代わ

り、申請さえあれば短期間で給付されます。

では不正申請などにどう対処するかといえば、各州政府が各々の税務署及び州立銀行と連携

し、申請書類のチェックを給付後に行うという手順を取っていたのです。この方法によって、迅

速に給付を行うことができただけでなく、不正のチェックを行う時間的な余裕もでき、現場窓口

への負担が軽減されることになります。

一方、英国では失業者・低所得者など生活に困窮した個人・家庭に対象を絞り、申請を必要と

しない支援を行いました。これは、英国に従来からある「ユニバーサルクレジット」という、児

童の養育・住宅ローン・低所得者給付・失業保険などを統合した総合的な支援制度の受給者を対

象に、通常支給額の２５％を給付したものです。これに申請に基づく自営業者・フリーランス向け

支援などを加え、税務情報を活用して迅速な支援を行いました（図表２）。

以上の実例からいえることは、第一に、緊急支援策については、必要な所へ必要な時に支援を

行うことを最優先すべき、ということです。不正の発見や防止は事後的にしっかりと実施するこ

とが大切であり、現場窓口の負担軽減にもつながります。

第二に、既存の制度や情報を活用し工夫すれば、迅速な支援を行うことが可能です。「給付をデ

ジタル化するには、新たなシステム構築が必要」等と考えていると、迅速な対応が取れなくなっ

てしまいます。
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（図表３）ワーク・ライフ・バランスからワーク・ライフ・インテグレーションへ

（出所）筆者作成

３．新型コロナで変わる仕事と家庭

最後に視点を変え、企業と個人の立場から、今後の「新しい日常」のあり方について考えてみ

ましょう。

第一に、在宅勤務の普及です。この点、コロナ禍以前と比較すると職場のコミュニケーション

が取りにくくなり、管理職による人事評価などが難しくなるという意見があります。

しかしそもそも、職場に集まり遅くまで残業し、飲み会や根回しで実質的な物事が決定される

という日本企業の意思決定プロセスには、コロナ禍以前から無理が生じていたと考えるべきで

しょう。

まず、この方法では企業の意思決定に時間がかかるため、今後のグローバル時代の競争につい

ていくことができません。同時に、企業で働く若い世代の意識が変化しており、「仕事のために

家庭を犠牲にするのは当然」という考え方が受け入れられなくなっています。

第二に、家庭のあり方の変化です。元々、共稼ぎ家庭が増えていた所に、在宅勤務の機会が増

えました。ここでは、限られた時間を仕事と家庭に割り振るという「ワーク・ライフ・バラン

ス」という考え方に留まらず、仕事と家庭が一体となり相乗効果を生む「ワーク・ライフ・イン

テグレーション」へ発想の転換が必要になるでしょう（図表３）。テレワークを活用し、休暇を

楽しむと同時に仕事の能率も上げる「ワーケーション」もこの発想に立っているといえます。

最後に、以上のように、個人の能力やモチベーションを高め、職場や家庭にも役立つという好

循環を生み出すには、職場の上司や同僚、家庭の夫婦同士や子供等、互いの立場を知り、違いに

気付くことが必要です。この考え方は、性別や身体機能の違いに配慮し平等な機会を保障すると

いうダイバーシティ（多様性）の発想にとどまりません。それぞれの違いをより積極的に社会に

活用するというインクルージョン（包摂）の考え方に発展していくことになるでしょう。

以上のような考え方は、欧州、特に北欧の国々で盛んです。コロナ禍をきっかけに、今後、日

本でも同様の考え方が広がっていくのではないでしょうか。

ｏ．２９８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０２３　寄稿  2021.04.21 13.18.01  Page 22 



寄稿

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年５月号

４．日本への示唆－地方の役割が一層重要に

以上のように、欧州のコロナ対応は、日本の今後の取り組みを考える上でも非常に参考になり

ます。

第一に、欧州で先行している変異型ウイルスを中心にした感染の再拡大が、今後、日本でも進

む可能性が高いといえます。変異型ウイルスは感染力が強く、ある地方で突然クラスターが発生

することもあるため、国と地方公共団体が良く連絡を取り合った上で、実際の対応は現場に近い

地方公共団体による迅速で柔軟な政策対応が一段と重要になります。この点、北海道は早くから

独自性の強いコロナ対応を行ってきた経緯があり、国内でも良い先例と言えるでしょう。

第二に、経済支援策については、「必要な所に迅速に届ける」という発想が重要です。体制の

整備のためにデジタル化を進めることは重要ですが、時間・コストとのバランスを考慮し、既存

のリソースをどう活用するかという観点も必要でしょう。

第三に、新型コロナの影響で変わった「新しい日常」は、元々日本が抱えていた意思決定の遅

さと長時間労働、仕事と家庭のバランスの欠如などの問題が表面化したものであるため、感染収

束後、元に戻ることにはなりません。仕事と家庭をどう組み合わせ、豊かな毎日の生活を送るか

について考えるべきでしょう。

（参考資料）

林 秀毅「欧州の新型コロナ対応－第二波への対応と経済政策－」（ほくよう調査レポート、

２０２０年８月）

林 秀毅「『新しい日常』の職場と家庭の在り方－ワーク・ライフ・インテグレーションの時

代へ－」（東レ経営研究所「経営センサー」、２０２１年１月）

林 秀毅「欧州経済・金融リポート」、（（公）日本経済研究センター、毎月１０日頃配信）

＜執筆者紹介＞

林 秀毅（はやし ひでき）１９８１年東京大学卒業、同年日本興業銀行入行。調査部主任部員、み

ずほ証券エコノミスト、一橋大学客員教授、慶応義塾大学特任教授等を経て現職。日本経済研究

センター特任研究員、日立総合計画研究所リサーチフェローを兼務。北海道EU協会顧問。
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はじめに

人口減少が急速に進行する本道において、移住・定住に向けた取組はもとより、移住には至ら

ずとも、地域や地域の人々と多様に関わり、地域づくりの担い手ともなりうる関係人口の創出・

拡大に向けた取組が一層重要になると考えています。

このため、道では、関係人口の創出・拡大はもとより、地域の活性化に結び付けることを目的

に、道内市町村と連携して、企業等を対象としたワーケーションの取組を進めてきました。

本稿では、２０１９（令和元）年度から進めてきた道のワーケーション事業の概要と、今後の取組

の方向性についてお伝えします。

１．事業に取り組むに至った背景・経緯

（１）地域の課題

北海道は、自然減と社会減が相まって、全国より１０年以上早い平成９年をピークに、全国

を上回るスピードで人口減少が進行しています。

このまま人口減少が進むことにより、就業者数の著しい減少による生産・消費の減少や、

高齢者人口の割合の増加による医療費・介護費負担の増大、地域交通の利便性の低下など、

道民生活の様々な場面に大きな影響を及ぼすことが懸念されています。

（２）事業推進の経緯

道では、急速な人口減少が進む中、北海道にゆかりのある方々はもとより、北海道を愛

し、応援してくださる方々の力を関係人口として取り込むことを目指しています。具体的に

は、首都圏等から本道への新たな人の流れをつくるため、テレワークの普及とともに、近

年、注目されているワーケーションを活用した取組を推進することとし、令和元年度から道

内市町村と連携し、様々な事業を展開してきました。

こうした中、新型コロナウイルスの影響により、首都圏等では都市部への人口集中や過密

に伴うリスクが改めて認識され、テレワークやワーケーション等の新たな働き方や地方移住

への関心が高まりを見せていることから、こうした人々の意識や企業活動の変化を的確に捉

えた取組を推進しています。

（３）北海道創生総合戦略における位置付け

道では、北海道の創生に向けた施策を総合的かつ計画的に推進するために、令和２年３月

に「第２期北海道創生総合戦略」を策定しました。この戦略では、北海道型ワーケーション

の推進を、重点戦略プロジェクトの一つである「北海道らしい関係人口の創出・拡大」にお

ける重要な取組の一つとして位置付け、北海道を応援する多くの方々との継続的な関わり・

つながりの構築を図ることとしています。

北海道型ワーケーションの推進による関係人口の創出・拡大
北海道総合政策部地域創生局地域政策課
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区 分 類 型 概 要
主に休暇 福利厚生型 有給休暇を活用して観光地等でテレワークを実施

主に業務

地域課題解決型 地域との交流を通じて、地域課題の解決策を共に協議
アイディア創出型 発想や視野の拡大を目的に非日常環境で業務を実施

合宿型 チームビルディング等を目的に、場所を変えて職場の
メンバーとディスカッション

サテライト
オフィス型

BCP対策（事業継続計画）にも資するサテライトオ
フィスやシェアオフィスでの勤務

その他

自営型・フリー型 自らの判断で時間と場所を選ばず業務と休暇を楽しむ
ブレジャー 出張先等で滞在を延長するなどして余暇を楽しむ
ボランティア
ワーク型 個人がボランティア等地域活動と併せて休暇を楽しむ

市町村 特徴的な取組・工夫

富良野市

・首都圏企業等の社員にワーケーションを体験してもらう「ワーケーション等
推進企業招聘・実証事業」を実施
・演劇を通した表現力・コミュニケーション力を高める人材育成や、SDGsを
キーワードとした環境教育など、独自の研修プログラムを提供

函館市
・民間企業と連携協定を締結し、ワーケーションの取組を推進
・ワーケーション総合ポータルサイトを開設し、首都圏企業等を対象にモニタ
リングツアーを実施

２．「北海道型ワーケーション」とは

（１）本道の強みを活かす「北海道型ワーケーション」の考え方と主な類型

道では、北海道の特色を活かした魅力あるワーケーションを推進したいと考えています。

道内には、豊かな自然や多様なアクティビティ、豊富なワークスペースや全道各地に存在

する空港、他府県を圧倒する１７９の市町村がもたらす、新規ビジネスにつながる多種多様な

地域特性があります。こうした北海道の有する様々なポテンシャルなどを活かし、参加する

人や企業のニーズにオーダーメイドで対応するワーケーションを「北海道型ワーケーショ

ン」と定義しています。

なお、ワーケーションの実施に当たっては、目的や参加者の多様なニーズにより、下表の

とおり、様々な形態や内容となることが考えられます。

（２）本道におけるワーケーションの取組の広がり

本道においても、道が取り組むワーケーション事業への参加市町村が令和元年度の１６市町

から、令和２年度は３９市町村に増加するなど、ワーケーションに取り組む市町村が年々拡大

しており、着実に取組の裾野が広がっています。

また、道事業への参加に加えて、下表のとおり、特色ある取組を展開する市町村もあるな

ど、各地の資源や特色を活かした多様なワーケーションの受入が展開されてきています。
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〔実証事業参加者の声〕
◇「IT技術を使って、北海道の魅力をPRするお手伝いができるのではと考えています。
北海道の各地域に入り込んで、よそ者ではない形で関わっていきたいと思います。」
◇「テレワークを使って道内の市町村に出入りするようになることで、地域全体の活性化や
地方創生に関わることができるのではないかと考えています。」

３．「北海道型ワーケーション」の普及・展開に向けた道の取組

（１）令和元年度「北海道型ワーケーション導入検討・実証事業」の概要

道では、令和元年度、首都圏企業の社員を対象に、北海道ならではの広域周遊型ワーケー

ションを１６市町と共同で実施しました。内容は、各４泊５日の日程で４～６市町を周遊し、

テレワークを行いながら、仕事・業務はもとより、休暇・観光に関するプログラムを体験す

る３プランを設定し、レノボ・ジャパン株式会社、日本航空株式会社など９社１２名の方々に

参加頂きました。

上記の広域周遊型ワーケーションの受入実施のほか、プラン内容等、受入体制検討のため

に共同実施１６市町で構成する会議の開催（年３回）、ワーケーションに対する意識調査を行

うとともに、首都圏企業を対象に、北海道型ワーケーションの効果を広く発信するフォーラ

ムを開催しました（６３名参加）。

（２）令和元年度事業の成果

実証事業の参加者からは、今後も受入市町との関係を継続していきたいとの意向が聞かれ

たほか、訪問地域に対するふるさと納税が行われた事例も見られました。また、企業誘致の

観点から、実証事業終了後、参加企業と連絡を継続する自治体や、地域住民等とワーケー

ション受入地としての可能性を検討する意見交換会を開催した自治体もあるなど、実証事業

の実施をきっかけとして、関係人口の創出・拡大に向けた動きが進展したことが窺えました。
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○北海道でのワーケーションの魅力について（回答結果）
〔ニーズ調査の概要〕

◇調査対象
首都圏に所在地のある企業
（日本テレワーク協会会員企業等）
◇調査期間
令和２（２０２０）年９～１０月
◇有効回答数
１０６件／６１８件（回収率１７．２％）

【ワーケーションモデルプラン】

（３）令和２年度「北海道型ワーケーション普及・展開事業」の概要

令和２年度は、新型コロナウイルスの影響により、ワーケーションの受入は行わず、首都

圏企業に対するニーズ調査を実施したほか、ワーケーションモデルプランづくりの検討会議

の開催など、次年度の本格実施に向けた体制整備や、専用のポータルサイトの開設など、

PRの取組等を市町村と連携して進めてきました。

① 首都圏企業に対するニーズ調査の実施

新型コロナウイルスの影響による意識や働き方の変化、北海道でのワーケーションに対す

るニーズ等の把握を目的として、日本テレワーク協会の会員企業を中心とする首都圏企業に

対して調査を実施しました。具体的には、テレワークやワーケーションの現在の実施状況や

課題、北海道でワーケーションを行う際に希望する受入プログラムやワークスペース等の設

備、期待する地域のサポート内容などについて、お伺いしました。

② ワーケーションモデルプランの作成

本道において、数多くの道内企業及び首都圏企業

によるワーケーションの実施につながるよう、道の

ワーケーション事業に共同で取り組む３９市町村と連

携し、各市町村の魅力や資源を活かした特色あるモ

デルプランをエリアごとに作成しました（全１４プラ

ン）。

各プランとも、２～４市町村に１週間程度の滞在

を想定し、特定の市町村を活動拠点とする拠点滞在

型プランに加え、多様な市町村の魅力を実感できる

広域周遊型のプランも設定しています。

「仕事・業務（work）」「休暇・観光（vacation）」

に関連した内容のほか、地域との関係構築や新規ビ

ジネス創出、発想や視野の拡大、社会貢献活動や企

業研修等、参加企業等の実施目的に応じたプランの

選択ができるよう設定しています。
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【北海道型ワーケーションポータルサイト】

【実施・受入の手引き】

③「北海道型ワーケーションポータルサイト」の開設

本道へのワーケーション誘致を

推進するため、必要な情報の集約

及び提供を行うとともに、企業や

自治体からの相談等に対応するワ

ンストップ窓口として、令和２年

１１月に専用のポータルサイトを開

設しました。サイト内には、北海

道型ワーケーションに関する説明

をはじめ、道と連携して取り組む

市町村の施設や、首都圏からの参

加者が体験できるプログラム等に

関する情報を掲載するとともに、

ワーケーションの実施や、受入に

関する問合せを行う際の入力

フォームを備えるなど、企業と市

町村とのマッチングに資するもの

としています。

④ 道内市町村への普及推進に向けた取組（普及推進会議、受入の手引）

ワーケーションの取組を全道に普及していくため、

道内全ての市町村、関係機関の皆様を対象とした「北

海道型ワーケーション普及推進会議」を、令和３年２

月にオンラインで開催しました。

会議では、日本テレワーク協会主席研究員の大沢彰

様から、ワーケーションに係る動向などについて基調

講演を頂きました。また、和歌山県、函館市、斜里町

の取組事例や、実際に北海道でワーケーションを実施

している企業の取組内容についての発表、関係機関か

らの情報提供を頂き、具体的な実践事例を基にしなが

ら、ワーケーションの今後の展開や、受入体制の整

備、効果的なPR等の在り方について、理解を深めま

した。

また、ワーケーションの取組の道内への一層の普及

や展開を目的として、取組の意義やメリット、推進に

よる成果、基本的な受入のパターン、実際の受入事例

を参考にした導入のプロセス、ワーケーションに係る
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道内市町村の取組事例（今金町、岩見沢市等、計１２市町）などを取りまとめた「北海道型

ワーケーション実施・受入の手引き」を作成し、道内の全ての市町村に配布しました。

⑤オール北海道によるワーケーションの推進体制の構築

北海道型ワーケーションの推進に当たっては、道庁内の連携に加え、国や民間企業、関係

団体を含めたオール北海道での連携体制の構築が不可欠です。

こうしたことから、道としての対応方針を検討するための、庁内関係部局による「北海道

型ワーケーション推進会議」の開催や、今後、関係機関等で構成する協議会を立ち上げ、プ

ロモーションを行うなど、オール北海道によるワーケーションの推進を目指しています。

⑥令和２年度事業の成果及び課題

新型コロナウイルスの影響により、当初予定していた首都圏企業からのワーケーションの

受入を実施することはできなかったものの、ワーケーション事業に取り組む市町村数が５０を

超えるなど、取組の輪が着実に広がっています。

今後は、受入事例を積み重ね、そこから明らかになる課題や成果を踏まえた、北海道なら

ではのワーケーションの確立を進めていく必要があると考えています。

４．「北海道型ワーケーション」の確立に向けて

今後、オンリーワンの「北海道型ワーケーション」を確立していくためには、市町村や民

間との連携を力にしながら、優良事例の横展開、道内機運の更なる向上等を進めることが大

切です。また、受入事例を蓄積し、道のワンストップ窓口を中心としたコーディネート機能

を高め、ニーズに応じた「北海道型ワーケーション」の提供が必要と考えています。

ワーケーションには、関係人口の創出・拡大はもとより、企業誘致や移住・定住等、地域

活性化につながる多くの可能性が秘められています。近い将来、道内各地で特色あるワー

ケーションの受入が広く展開し、道内外の多くの方々に、「ワーケーションなら北海道」と

選んで頂けるようになることを目指し、これからも取組を進めてまいります。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．５ △５．８ ９９．９ △３．８ ９１．９ △６．４ ９８．９ △３．６ １０８．３ ７．０ １０１．７ ２．８

２０１９年１０～１２月 ９１．３ △２．５ ９８．０ △３．６ ９１．３ △１．７ ９７．３ △３．９ １０６．９ △０．２ １０４．０ ０．７
２０２０年１～３月 ８９．０ △２．５ ９８．０ ０．０ ８７．７ △３．９ ９６．８ △０．５ １１３．０ ５．７ １０５．１ １．１

４～６月 ８０．１ △１０．０ ８１．５ △１６．８ ７８．５ △１０．５ ８０．４ △１６．９ １１５．１ １．９ １００．８ △４．１
７～９月 ７７．５ △３．２ ８８．８ ９．０ ７７．４ △１．４ ８７．８ ９．２ １０３．４ △１０．２ ９７．６ △３．２
１０～１２月 ８４．６ ９．２ ９３．９ ５．７ ８４．１ ８．７ ９３．０ ５．９ ８９．３ △１３．６ ９６．０ △１．６

２０２０年 ２月 ９０．０ ０．３ ９８．７ △０．４ ８８．３ △１．０ ９８．５ ０．４ １０８．８ ２．９ １０４．４ △１．４
３月 ８７．２ △３．１ ９６．２ △２．５ ８５．５ △３．２ ９３．８ △４．８ １１３．０ ３．９ １０５．１ ０．７
４月 ８３．１ △４．７ ８６．３ △１０．３ ８０．５ △５．８ ８４．１ △１０．３ １１３．９ ０．８ １０５．１ ０．０
５月 ７８．４ △５．７ ７７．２ △１０．５ ７７．５ △３．７ ７５．９ △９．８ １１３．４ △０．４ １０２．６ △２．４
６月 ７８．７ ０．４ ８１．０ ４．９ ７７．４ △０．１ ８１．１ ６．９ １１５．１ １．５ １００．８ △１．８
７月 ７８．１ △０．８ ８６．６ ６．９ ７７．２ △０．３ ８５．４ ５．３ １１４．０ △１．０ ９９．５ △１．３
８月 ７６．９ △１．５ ８８．３ ２．０ ７７．３ ０．１ ８７．４ ２．３ １０７．９ △５．４ ９８．６ △０．９
９月 ７７．６ ０．９ ９１．６ ３．７ ７７．６ ０．４ ９０．７ ３．８ １０３．４ △４．２ ９７．６ △１．０
１０月 ８３．４ ７．５ ９３．５ ２．１ ８３．７ ７．９ ９２．７ ２．２ ９６．９ △６．３ ９６．６ △１．０
１１月 ８４．４ １．２ ９４．２ ０．７ ８３．８ ０．１ ９３．５ ０．９ ９１．６ △５．５ ９５．４ △１．２
１２月 ８６．１ ２．０ ９４．０ △０．２ ８４．９ １．３ ９２．９ △０．６ ８９．３ △２．５ ９６．０ ０．６

２０２１年 １月 r ８７．９ ２．１ ９６．９ ３．１ r ８７．３ ２．８ ９５．６ ２．９ r ９０．２ １．０ ９５．１ △０．９
２月 p８８．６ ０．８ ９５．６ △１．３ p８９．０ １．９ ９４．４ △１．３ p８８．９ △１．４ ９４．４ △０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２

２０１９年１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８
２０２０年１～３月 ２３２，０３０△３．９ ４６，７０１△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０６２ △１６．４ １９２，１７４ ０．９ ３３，６４０ ２．５

４～６月 ２２８，４９３△６．６ ４４，７４７△１１．４ ２１，４３６ △５２．４ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３４９ ５．０
７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８１△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２８ ２．４
１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６

２０２０年 ２月 ７２，５８０△２．２ １４，３９０ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６１ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，４５８△８．８ １６，２４６△８．６ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，３８５ △０．１ １２，４５８ ２．８
４月 ７２，３１１△１０．４ １３，４１５△１８．８ ５，４１０ △６３．０ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０１８ ３．４
５月 ７４，００２△９．２ １４，５４３△１３．５ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７９９ ６．８
６月 ８２，１８１△０．４ １６，７８９△２．３ １２，２８８ △２０．６ ４，２５７ △１８．５ ６９，８９３ ４．３ １２，５３２ ４．８
７月 ８２，０２１△１．１ １６，９１９△３．２ １２，７２６ △２０．０ ４，３４３ △１９．８ ６９，２９５ ３．４ １２，５７６ ４．５
８月 ８３，０９３△１．８ １６，８８２△１．２ １１，４１６ △２３．５ ３，６０２ △２１．３ ７１，６７７ ２．７ １３，２８０ ５．６
９月 ７７，５８８△９．５ １５，６８０△１２．８ １２，００１ △３１．２ ３，７０８ △３４．０ ６５，５８８ △３．８ １１，９７２ △３．０
１０月 ７８，５６０ ３．１ １６，３０３ ４．０ １２，８８４ △７．４ ４，１６３ △２．５ ６５，６７６ ５．３ １２，１４０ ６．０
１１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６
１２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４

２０２１年 １月 ８０，６２４△５．６ １６，２８４△５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４８ ４．９
２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６９△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８７ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年５月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４
２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８０△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７

４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５２２ １０．８
７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４５６ １．８ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０
１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１

２０２０年 ２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８４△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９６ ７．５ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５
４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８５ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１
５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０６９ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８７ １１．４
６月 １５，１１０ ２９．９ ４，７２９ ２５．６ ２４，７８１ ５．１ ６，１２３ ６．４ １３，６９２ １７．５ ３，１４８ １７．３
７月 １２，８４５ ４．１ ４，５５４ １２．１ ２４，２４４ ４．２ ６，２０２ ５．５ １２，９７２ １４．１ ３，０１３ １０．６
８月 １３，２５０△６．６ ４，５２３ ９．５ ２４，５７７ １．３ ６，４０８ ９．０ １２，１３４ ３．６ ３，２２３ １２．５
９月 １２，１８８△３３．８ ３，６７１△２９．０ ２３，８４０ △４．０ ５，８４６ △８．２ １０，４８８ △１６．４ ２，７４２ △９．９
１０月 １１，８５８ ３４．４ ３，４４４ ２９．０ ２３，０９２ △７．５ ５，８１３ ７．２ １１，４３３ １１．３ ２，７９７ ９．７
１１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４７ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２１ ７．３
１２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，５０３ ５．０ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６

２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０６ １１．４ ２４，１８６ △１．２ ５，８５４ ３．０ ９，１６７ １２．０ ２，５７６ １０．７
２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９２ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５１ △８．５ ７，６７９ △３．０ ２，３４４ △０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９

２０１９年１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４
２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１

４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ５０９ △８５．２ ０ △１００．０
７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５７０ △６２．４ ０ △１００．０
１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，７０３ △４９．０ ０ △１００．０

２０２０年 ２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７△５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ ３ △９７．９
４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４△１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １５５ △８５．１ ０ △１００．０
５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１△９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ ９７ △９１．９ ０ △１００．０
６月 ４７，４２０△２．７ ９，５９６△５．１ ２６２，０７３ △３．０ ２７３，６９９ △１．１ ２３０ △８１．０ ０ △１００．０
７月 ５０，１２７△４．９ ９，９０８△７．９ ２７３，８８２ ８．２ ２６６，８９７ △７．３ ４１５ △６８．１ ０ △１００．０
８月 ５１，４３４△３．８ １０，３４１△５．６ ２７０，６７３ ３．１ ２７６，３６０ △６．７ ５３１ △６５．３ ０ △１００．０
９月 ４９，８７６ ０．８ ９，８８７△３．１ ２７８，９３９ △２．７ ２６９，８６３ △１０．２ ５７０ △５７．６ ０ △１００．０
１０月 ４７，７５８△３．１ ９，９７３△３．３ ２５２，１７９ △１１．７ ２８３，５０８ １．４ ６８９ △４１．５ ０ △１００．０
１１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５７１ △４７．５ ０ △１００．０
１２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４０６ △６２．２ ０ △１００．０

２０２１年 １月 ４４，４５８△３．６ ９，２９０△４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０△６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０
２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年５月号

ｏ．２９８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2021.04.20 10.08.51  Page 31 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０１９年１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５
２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０

４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０４５ △１２．４ ７２０ ３７．６ １０，６７９ △９．０ ２１，５３２ △１９．１
７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１
１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２

２０２０年 ２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４
３月 ２，３５２ △３．７ ７０７ △７．６ １７０ ５６．７ ３，４６６ １６．８ １３，５６３ △０．７
４月 ２，９５０ △１０．９ ６９６ △１２．４ ２５２ １１．９ ３，５６４ △９．５ ７，３２８ △１７．７
５月 ２，８０４ △５．９ ６３８ △１２．０ ２６３ ９７．９ ３，７９４ ４．４ ６，３８４ △１６．３
６月 ３，１５４ △１８．４ ７１１ △１２．８ ２０６ ２４．１ ３，３２１ △２０．１ ７，８２０ △２２．５
７月 ２，８６８ △１６．７ ７０２ △１１．３ ３０４ １１．０ ３，２７７ △２５．８ ６，９１１ △１６．２
８月 ３，７５６ １７．９ ６９１ △９．１ １２８ △２８．３ ３，２６２ △９．９ ６，２６５ △１５．２
９月 ２，７５３ ０．５ ７０２ △９．９ １０８ △２７．１ ３，２９４ ２．２ ９，１６０ △１１．５
１０月 ２，７０９ ３．０ ７０７ △８．３ １０７ △３７．７ ３，２９４ △２．８ ７，４９９ ２．８
１１月 ２，６９１ ４．６ ７０８ △３．７ ７９ △３５．２ ３，０９１ △７．７ ７，２２９ △１１．３
１２月 ２，３２２ △４．４ ６５６ △９．０ ７７ ３０．２ ３，２９４ △１３．２ ９，３９２ １１．８

２０２１年 １月 １，６０５ ２９．３ ５８４ △３．１ １２９ ２３８．５ ２，９８９ １３．４ ６，７７２ １．５
２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０１９年１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０
２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０

４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９
７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１
１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４

２０２０年 ２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８
３月 ２１，３６１ △１０．９ ７，５６２ △１６．８ ７，１６５ △４．６ ６，６３４ △１０．０ ４８５，２０７ △８．９
４月 １１，１２４ △２８．９ ２，９３７ △４１．７ ５，００７ △１５．６ ３，１８０ △３２．１ ２１９，２３１ △３０．４
５月 ８，１４２ △４３．７ ２，６９７ △４４．８ ３，３１２ △３０．８ ２，１３３ △５５．６ １７４，４０４ △４６．７
６月 １２，８２５ △２４．４ ４，３３３ △２８．３ ４，３３７ △２９．１ ４，１５５ △１３．３ ２８３，８９３ △２２．６
７月 １４，５７２ △１２．３ ４，９００ △１２．９ ４，７８３ △２４．１ ４，８８９ ４．３ ３３０，７７１ △１２．８
８月 １１，６０３ △９．８ ３，５３４ △２０．０ ４，１２５ １．４ ３，９４４ △９．９ ２７１，２５０ △１４．５
９月 １５，４３９ △１７．０ ５，２９６ △１９．９ ４，５６８ △１９．５ ５，５７５ △１１．８ ３９０，８４７ △１４．８
１０月 １３，３２３ ３３．１ ４，５０６ ３１．５ ４，１１０ ３１．４ ４，７０７ ３６．１ ３３９，９２３ ３０．８
１１月 １２，８７７ １３．１ ４，７３３ ２６．１ ３，７２２ △６．４ ４，４２２ ２１．１ ３３６，９０８ ６．７
１２月 １０，４９２ ７．３ ４，１１０ ５．９ ３，０４７ △２．７ ３，３３５ ２０．７ ３１５，２００ １０．９

２０２１年 １月 １０，４８７ １．８ ３，９６４ １４．６ ２，８０８ △１５．４ ３，７１５ ５．６ ３２４，５４６ ７．８
２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年５月号

ｏ．２９８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2021.04.20 10.08.51  Page 32 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２
２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４

４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８
７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０
１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９

２０２０年 ２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６
４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ↑ ２．８
５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ３．３ ２．９
６月 １６４，２３７ １８．２ １６，３８６ １３．２ ０．９３ ０．９７ ２７，３３９ △１５．３ ６８５，５４７ △１７．２ ↓ ２．８
７月 １１１，３２８ △１８．６ １５，４３２ △４．１ ０．９５ ０．９７ ２７，５５７ △２３．６ ６４０，９０６ △２７．７ ↑ ２．９
８月 ７３，００４ △１．２ １３，００９ １３．２ ０．９４ ０．９５ ２５，３３４ △２０．２ ６０７，５７７ △２６．７ ２．７ ３．０
９月 ５６，８６８ １３．１ １４，９３２ １７．１ ０．９５ ０．９５ ２８，２７２ △１３．９ ６８６，７２７ △１７．０ ↓ ３．０
１０月 ４３，３４９ △２０．５ １３，４２６ △０．４ ０．９７ ０．９７ ３０，８８３ △１５．９ ７１３，６０８ △２２．４ ↑ ３．１
１１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ ３．３ ２．８
１２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８

２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ － ２．９
２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ － ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４３ △１５．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７
２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７

４～６月 １０２．４ △０．３ １０１．６ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８
７～９月 １０２．１ △０．６ １０１．４ △０．２ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５
１０～１２月 １０２．３ △１．３ １０１．２ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４

２０２０年 ２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７
４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４
５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８
６月 １０２．４ △０．２ １０１．６ ０．０ ２１ △１６．０ ７８０ ６．３ １０７．５６ ２２，２８８
７月 １０２．１ △０．５ １０１．６ ０．０ １２ △２０．０ ７８９ △１．６ １０６．７８ ２１，７１０
８月 １０２．１ △０．５ １０１．３ △０．４ １１ △４７．６ ６６７ △１．６ １０６．０４ ２３，１４０
９月 １０２．２ △０．８ １０１．３ △０．３ １１ ０．０ ５６５ △１９．５ １０５．７４ ２３，１８５
１０月 １０２．２ △１．１ １０１．３ △０．７ １３ ８．３ ６２４ △２０．０ １０５．２４ ２２，９７７
１１月 １０２．２ △１．４ １０１．２ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４
１２月 １０２．４ △１．２ １０１．１ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４

２０２１年 １月 １０２．４ △０．９ １０１．４ △０．６ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３
２月 １０２．５ △０．９ １０１．５ △０．４ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年５月号

ｏ．２９８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2021.04.20 16.20.09  Page 33 
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２１年１～３月期実績、２０２１年４～６月期見通し）

●寄稿
新型コロナ第三波を迎えた欧州
－経済対策と「新しい日常」－

●寄稿
北海道型ワーケーションの推進による
関係人口の創出・拡大
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